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災害復旧事業

国土交通省 中国地方整備局

統括防災官 道中 貢
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近年の決定額箇所数及び決定額の推移
（国土交通省所管：補助/公園・港湾除く）
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負担法の目的・災害の定義

○公共土木施設の災害復旧事業費について

○地方公共団体の財政力に適応するように、
国の負担を定めて

○災害の速やかな復旧を図り、公共の福祉を
確保する

負担法の目的（法第１条）
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災害の定義（法第２条）

「災害とは異常天然現象により生ずる災害をいう」

○暴風、洪水、高潮、地震

○その他の異常な天然現象

津波、豪雨、なだれ、突風、旋風、地すべり

積雪、融雪、噴火、干ばつ、落雷、異常低温

等

3



災害復旧事業採択ルール 3

１．原形復旧の原則（法第２条の２）

（従前の効用を復旧することを含む）

２．原形復旧困難又は不適当な場合はこれに代わ

る施設で復旧（法第２条の３）

①原形復旧 ②原形復旧不可能
③原形復旧困難 ④原形復旧不適当

※災害の未然防止、効用の増大等は災害復旧事業
の範囲外→改良復旧（災害関連事業等）
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災害復旧事業の採択範囲

②大規模な山腹崩落等により，地形が大きく変動したため，原
位置での原形復旧が困難な場合

→ 道路のルートを変更し，トンネルで、従前の効用（被災した施
設に変わるべき施設）を復旧

④洪水等が堤防を越える｢越水被害｣が発生し，背後地の集落
地、主要交通幹線路が浸水する等，原形での復旧が不適当
である場合

→当該災害を与えた洪水等を対象として堤防を嵩上げして復旧

③木橋が全橋被災し，原形での復旧が不適当である場合

→ 現在の設計基準に合わせ，コンクリート橋で復旧

①広域の地盤沈下，極端な河床の洗掘等により，地形地盤が
大きく変動したため，原形での復旧が不可能な場合

→ 地盤の沈下量や河床の洗掘深を考慮した上で，同位置で護
岸法長を増加して、従前の効用(防災機能など)を復旧

復 旧

被 災被災前

コンクリート橋で復旧

洪水で木橋が流出

A A

トンネル 旧道

トンネル （A~A断⾯）

旧道路

改修済み

未改修
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原形と異なる施設形状での復旧
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災害の採択要件

１．異常な天然現象により生じた災害である

２．地方公共団体又はその機関が維持管理し
ている公共土木施設の被災である

３．地方公共団体又はその機関が施行するも
のである

ただし、負担法の適用除外（法第６条）に該当
しないものであること

第1 「負担法」でいう災害の必要３条件
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債なし
％）

起債なし
（５％）

【国庫負担率２／３、災害発生年災の場合】

地方負担分には、起債（地方債）充当が可能

国の負担
（国費 ６６．７％）

国の負担
（国費 ６６．７％）

国の負担額＝国費＋交付税＝９８.３％

地⽅の負担
（地⽅費 ３３.３％）

起債のうち９５％を交付税措置
（交付税 ３１.６％）

起債充当率 １００％

地方の実質的負担額 １.７％

（参考） 一般公共事業の場合 （補助率１／２の場合）

国の負担
（国費 ５０％）

交付税措置
（１５％）

起債のうち交付税措置なし
（３０％）

起債充当率 ９０％ ３５％

※ 激甚災害に指定された災害の災害復旧事業については，地方公共団体の標準税収入に応じさらに国庫負担率をかさ上げ

※年間の災害復旧事業費が，標準税収の１／２を超え，２倍に達するまで

の額に相当する額については７５％が国費

標準税収の２倍を超える額に相当する額については１００％国費

地方公共団体は，災害が発生した場合には，被災箇所について災害復旧を申請し，

それに基づいて災害査定が行われ，災害復旧事業費が決定

災害復旧関係事業における

国庫負担は２／３以上※と高率

交付税措置により実質的な地方公共団体の負担は最大でも１.７％(災害発生年災の場合)
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高率な国庫負担
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負担法第７条（災害復旧事業費の決定）

※負担法（公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法 昭和26年3月31日 法律第97号）

災害復旧事業の事業費は地方公共団体の提出

する資料、実地調査の結果等を勘案して主務大臣

（国交省所管事業は国土交通大臣）が決定する。

国土交通省組織規則第６２条の７
災害査定官は、負担法第７条の規定に基づく

災害復旧事業費の決定のための査定に当たる。

手帳P571
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災害査定官の位置付

●災害復旧事業の検査は、主務大臣の命ずる検査官に、
大蔵大臣の命ずる職員を立会官とし、検査に立ち合わ
しめる

●主務省の検査官の査定に対しては、立会官は意見を述
べることができる

●意見の相違するものは検査の確定を保留し、帰庁の後、
協調の上決定する

公共土木施設災害復旧事業費検査要綱

手帳P726
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立会官制度
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災害復旧制度の主な沿革

古くは明治１４年より予算補助の形での国庫補
助。その後、明治３２年に「災害土木費国庫補
助規定」、明治４４年、大正８年、昭和６年の改
定を経る。

昭和２６年、現在の「公共土木施設災害復旧事
業費国庫負担法」が制定。

平成１３年、一部改正

中央省庁等改革基本法の規定により、１箇所工事の工事費申請
額が概ね２，０００万円未満のものについては国土交通大臣の権
限を地方整備局及び北海道開発局長に委任
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宮崎県

宮崎県、

※8月25日時点

Ｒ２年災害査定の効率化


